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議題

（１）県民・事業者向けの取組み
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①食品ロス削減に向けた取組み

（消費生活課）
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１ 食品ロスの現状について

日本の「食品ロス」（R４年度）

約５２２万ﾄﾝ

事業系

約275万ﾄﾝ

家庭系

約247万ﾄﾝ

熊本の「食品ロス」（R3年度）

約５万2,928ﾄﾝ

事業系

約20,577ﾄﾝ

家庭系

約32,351ﾄﾝ

47%53% 61%39%

国民1人当たり食品ロス発生量

１日 約 113ｇ

県民1人当たり食品ロス発生量

１日 約 83ｇ

食品ロスの発生は、食糧生産や輸送、廃棄に費やされた資源や労力、コスト等の浪費
であり、その過程で排出されたＣＯ2により環境に大きく負荷が生じている。
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２ 県の取組みについて

《目指す姿》
つくる人、つかう人、みんなで協力、みんなで削減、食品ロス！

＜県の目標＞

・食品ロス削減に取り組んでいない消費者の割合を10％以下

・食品ロス量を計画期間内（４年間）に、3,176トン（▲６％）削減

日常生活で取り組める４つの行動を 食品ロス削減
アクション『四つ葉のクローバー運動』 として
重点的に推進。

熊本県食品ロス削減推進計画（令和４年３月策定）
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３ 食品ロス削減アクション（四つ葉のクローバー運動）について
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４ フードドライブ実施結果について

食品ロス削減アクション「四つ葉のクローバー運動」の一つとして、全国で
初となる事業所を募集したフードドライブを実施した結果、県内の６５事業所
から、米、飲料、お菓子、缶詰、調味料等の食品１.６トン（１,６０４ｋｇ）
が集まりました。
集まった食品は、支援団体を通じて子ども食堂等に配布し、有効活用が図ら

れました。

今後の
予定

令和４年度の実績を踏まえ、フードドライブの拠点を増やして実施することで

県民や事業者の活動への参加を一層促し、食品ロス削減の機運醸成を図る。
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議題

（１）県民・事業者向けの取組み
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②事業活動温暖化対策計画書制度の改正

（環境立県推進課）
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部門別の温室効果ガス排出量の推移

（年度）

熊本地震
産業部門

廃棄物部門

業務部門

その他 1.6%

家庭部門

廃棄物部門

家庭部門

業務部門

運輸部門

▲21.2%

▲49％

運輸部門 ▲1.4％

▲44.6％

＋31.1％

●産業部門は、2030年度の削減目標「△35%以上」に対し、△21.2%削減（2019年度）の状況。

●産業部門の課題
・熱源等、大量のCO2を排出する機器が多い。

・大型設備は一旦導入されると長期間使用される。

・設備が多く、設備ごとのCO2排出量は整理されていない場合が多く、
さらに更新時期が明確でない場合も多い。

１ 産業部門の現状と課題
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●事業者による自主的かつ計画的な排出削減対策の実施を促すための制度だが、大規模事業者に

総排出量等を求めているため、総論的な削減計画に留まり、具体的なCO2排出源の把握や対策に

結び付いていない場合が多かった。

事業者全体のCO2

総排出量を報告

CO2排出源（設備、

更新時期）は不明

具体的な対策に

結び付きにくい
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●「熊本県地球温暖化の防止に関する条例」に基づき、事業活動に伴い排出されるCO2の

削減目標及び排出状況等を県に報告する制度（平成22年度開始）。

大規模エネルギー使用事業者等

・エネルギー使用量（原油換算）1,500KL以上の事業者等（R3：267事業者）

具体的対策につながる報告に見直しが必要

事業活動温暖化対策計画書制度（計画書制度）

対象事業者

・CO2排出削減目標（事業者単位）

・CO2排出量（同上）

・取組内容（同上） 等

制度の課題等

報告内容

削減目標は割合等

でマクロ的に積算

２ 産業部門に関する取組み（事業活動温暖化対策計画書制度の改正）

（県内製造業・鉱業等約4,300事業所のうち約120の事業者が該当）



●CO2総排出量だけでなく、CO2を排出する設備、更新時期、燃料等のゼロカーボンに向けた課題を

見える化し、設備更新、燃料転換が適切になされるよう促す。

事業者全体のCO2

総排出量を報告

事業者自ら、課題

認識・対策検討

課題が不明確で、具体的な

対策に結び付きにくい
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制度改正内容（課題や対策の見える化）

削減目標は割合等

でマクロ的に積算

３ 改正内容

設備・

更新時期
見える化

現行制度

排出量の多い設備・

更新時期等も報告

設備・

更新時期
見える化

CO2排出源明確化

具体的に検討可能

更新時期に

着実に
省エネ化

事業者

燃
料
転
換
・設
備
更
新

＜イメージ図＞

計画書制度改正

CO2排出源(設備や燃料)
を見える化
①排出量の多い設備
②各設備の更新予定時期
③｢化石燃料等｣及び｢電
気｣のCO2排出量 等

県

優良事例顕彰等

①課題認識
排出源・更新時期

温
暖
化
ガ
ス
削
減

②改修検討
（例）
・ボイラー→ヒートポンプ

（エコキュート等）
・ガス式空調
→ 電気式高効率空調

報
告

排
出
源
・更
新
時
期

改
正

【参考】

①パブリック・コメント手続

の実施（予定）

・令和4年（2022年）12月～

②規則の改正

・令和5年（2023年）2月頃

③規則の施行

・令和5年（2023年）4月1日
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議題

（１）県民・事業者向けの取組み
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③再生可能エネルギーの導入推進

（エネルギー政策課）
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１ 第２次熊本県総合エネルギー計画（令和２年１２月策定）

【全体目標】

２０３０年度に再エネ電力を消費電力比５０％ → 現状（2018年度）の約1.7倍の再エネを導入

再生可能エネルギーの目標

●現況値（2018年度）27.9％
↓

（2019年度）29.8％
↓

●目標値（2030年度）50％

電力に
占める
再エネ
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２ 再エネ施設の適地誘導

再エネ施設の立地に対する県民等の懸念を低減し、地域に受け入れられ、地域とともに
発展する「地域共生型」の再エネ施設の導入

陸上風力及び太陽光発電ゾーニング

○市町村が地球温暖化対策推進法に基づく再エネ促進区域を円滑に設定できるよう、市
町村への支援として、陸上風力及び地上設置型太陽光発電ゾーニングを実施

再エネ促進区域

①環境への影響が比較的少ない

場所を地域の合意により設定

②事業者による環境への配慮、地域

貢献がきちんと行われるようにしておく

③事業者にも一定のメリットを設ける

環境への影響等がより少ない場所として

地域が合意した場所に再エネ施設を誘導する

『ポジティブゾーニング』 の仕組み

協働

本県における手順
（陸上風力の場合）

一般的に
市町村が
主体と想定
されている
プロセスを
県が

積極的に
支援



２ 再エネ施設の適地誘導

【ゾーニング手順】
（例：陸上風力の場合）

【調査対象地域】

・陸上風力発電・・・風況の良い地域で順次実施

球磨・天草、阿蘇・上益城、八代・水俣・芦北

・太陽光発電（地上設置型）・・・県内全域 右）県内風況マップ

（赤黄色が風況が良い）
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【重ね合わせる情報の一例】 

・環境保全、国土保全、農業 

振興等に関する法規制 

・鳥類の営巣地 

・景観（観光地からの見え方） 

・住宅集合地からの距離 

・風の強さ、地形、道路網 等 

②行政、地域関係者、有識者による検討や 
アンケート調査等により素案を精査 

①地図情報の重ね合わせを行い 
ゾーニングマップの素案を作成 

③ゾーニングマップを完成し、市町村における 
「再エネ促進区域」の設定などに活用 

素案 

完成 

導入すべき場所、そうでない場所は 
どこだろう？ 

風力発電は地域のために 
どんな貢献ができるのかな？ 
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２ 再エネ施設の適地誘導

【これまでの取組み・今後の方向性】

防災対策・環境保全等の協定締結の推進

○「再エネ事業者」、「県」、「立地市町村」の三者による、土砂災害等の防災対策や環境
保全等に関する協定締結を推進

三者協定締結件数：180件208箇所（令和4年11月末時点）

令和３年度 令和４年度 令和５年度～

陸上風力

太陽光

地図情報の重ね合わせ（GIS解析）による
ゾーニングマップ素案の作成（※地域ごとに順次）

行政・学識者による「協議会」及び
地域関係者の参加による「地域懇談会」で

ゾーニングマップ素案を精査し完成（※地域ごとに順次）

「促進区域の基準」
を設定

地図情報の重ね合わせ（GIS解析）による
ゾーニングマップ素案の作成

学識者・関係団体による「検討会」及び
モデル自治体における検討を踏まえ
ゾーニングマップ素案を精査し完成

県基準及び
ゾーニングマップを

ベースに
市町村が

「再エネ促進区域」
を設定

・協議会を3回開催予定
（第1回：6/20、第2回：12/28、
第3回：1/23開催予定）
・地域懇談会を2回開催

（球磨・天草地域を4ブロックに
分けて計8回開催）

検討会を3回開催予定
（第１回：12/6開催）



３ 空港周辺地域ＲＥ１００産業エリアの創造

阿蘇くまもと空港周辺地域に再エネ１００％の電力で企業活動できるエリアを創造し、企
業、大学及び空港の価値とレジリエンスの向上を図るとともに、周辺地域への先進的企業
のさらなる立地を促進
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【エリアイメージ】

【これまでの取組み・今後の方向性】

令和３年度 令和４年度 令和５年度～

・テクノリサーチパーク入居企業への
再エネ使用意向等調査等

・RE100産業エリア創造に係る基本計画
策定 ・基本計画をベースに

環境省「脱炭素先行地域」へ
応募予定（※令和5年夏頃）

・県・空港・東海大による「空港周辺エリ
アを活用した地域活性化に関する連携
協定」（8月）【産業支援課】
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４ 初期投資ゼロモデルによる太陽光発電等の普及

太陽光発電設備及び蓄電池を備えた住宅など、自立分散型の再エネシステムの増加や、
建築物の省エネを推進

小型・自家消費型再エネ施設等
普及促進協議会

【初期投資ゼロモデル】（PPAモデル）

需要家

エネルギーサービス
契約（PPA）

太陽光発電システムを設置し、運用・保守を提供

使用した分の電気代を支払い

PPA（Power Purchase Agreement）＝電力販売契約
需要家が太陽光パネルの設置場所（屋根等）を提供し、
事業者が発電設備を設置して、発電した電気を需要家
が使うことで、電気料金とCO2排出の削減につなげる
スキーム

①普及手法

②ファイナンス

既築住宅・建築物への太陽光発電設備及び
蓄電池の普及のために協議会として推進する手法

地方銀行等による小規
模再エネ事業等への融
資促進やリースの活用

③広報

行政、協議会参画団体
が行う広報活動

普及を支援

【令和５年度～】
アクションプランの実行・検証

ZEH・ZEBの普及検討
一般への普及拡大を図るため・・・

◆R4.12月設置（年度内に3回開催予定）
◆電設事業者団体、住宅・建築事業者団体、地域金融機関、消費者団体、
地域新電力、行政等で構成

【令和４年度】
①～③について協議会で検討し、アクションプランを策定

事業者



５ 水素エネルギーの普及

モビリティにおける水素利用の中核となるFCVの普及や安定的な水素需要の創出に向け
た取組みを、九州各県及び企業との連携により推進
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・関西電力が、本年6月から小
国町の未利用地熱エネルギー
を活用した水素製造・利活用に
関する調査を実施中
・県内のグリーン水素需要の調
査も行われており、県も情報提
供、助言等を実施

R4.11.22第1回セミナーの様子FCV（燃料電池自動車）
の普及

九州各県と連携した取組み 地熱を活用した水素製造

・企業や市町村と連携し、イベ
ントでＦＣＶを展示

トヨタ「ミライ」
（※R4年度新規導入）

Ｒ4年度展示（予定）：４回
・先進建設・防災・減災技術フェア
（グランメッセ）
・からいもフェスティバル（大津町）
・サイテク祭2022（多良木町）
・八代こども科学フェア（八代市）

（出典：関西電力PR資料）

・「水素エネルギー関連産業の
拠点化アクションプラン（令和2
年策定）に基づき、九州・山口
一体で水素需要の拡大やプレ
ゼンス向上のため、ＦＣトラック
の本格導入期を見据えた勉強
会、インフラ事業者、荷主、ト
ラック協会等へのヒアリング調
査をR5.1月から開始予定

（出典：福岡県PR資料）



知る

実践
する

・自動車のＥＶ化進展に伴い、需要が
減少する自動車部品サプライヤーの
「攻めの業態転換・事業再構築」を
後押しするため、国の地域支援拠点
と連携し、相談対応やセミナー等を
実施

・企業等が導入する分散型電源
（太陽光・蓄電池等）を
共同利用する取組みに
対し、費用の一部を
助成 （※1件20,583千円

交付決定）

●県職員出前講座
・11月、熊本市・八代市において、再エネ導入推進に
係る県の施策や中小企業向け支援策等を説明
（※約90社参加）

●カーボンニュートラルセミナー（産業支援課）
・くまもとクロスイノベーション協議会（県内産業振興を目
的とした産学官連携組織）によるセミナーを1月に開催予定

６ ＧＸ（グリーン・トランスフォーメーション）に向けた取組み
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再エネ100チャレンジ工業団地等形成支援事業

企業等への周知啓発 自動車関連企業の電動化参入支援 （産業支援課）

・企業活動を100％再エネで賄うことを目指す「RE100」
の国内中小企業版（現在、県内5社がRE Action企業と
して登録）

・県がアンバサダーとしてセミナー、
個別相談会、アドバイザー派遣を
実施

再エネ100宣言 ＲＥ Ａｃｔｉｏｎ
R4.11.22 推進セミナー

（50社参加）

工業団地等エリア内での

エネルギー利用

１ 分散型電源
（太陽光・蓄電池・ガスコジェネ等）

２ エネルギーを効率的に

共同利用するための設備
（自営線・熱導管等）

３ ＥＭＳ設備
（マネジメントに必要なハードウェア等）

平常時：再生可能エネルギーを効率よく利用

非常時：送配電ネットワークから独立し、エリア内でエネルギーの自給自足を行う

災害時にも機能維持 既存配電線の活用等により周辺施設への貢献も可能に

×
大規模停電時

に遮断

R4. 12 . 2 自動車サプライヤー向けセミナー案内

温室効果ガス排出削減の取組みを経済成長の機会と捉える「経済社会システム全体の変革」
⇒企業や生活者の意識・行動変容の循環を生み出し、企業の成長、生活者の幸福、地球環境への貢献を同時に実現

中小企業を含めた取組みが不可欠だが
多くの中小企業は具体的な方策を
検討するまでに至っていない

県内企業の大多数を占める中小企業に対し
取組段階に応じた支援を実施
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